沖縄県初期県政の一考察 : 初代県令鍋島直彬の士族対策を中心として by 後藤 新























































































五月 辞任するから、これらの事件には関わっていない。しかし、いうまでもなく鍋島をはじめ県令は明治政府から派遣されており、また、まだ県会の確立していなかった沖縄県では地方税の徴収ができず、必要な経費はすべて大蔵省から交付されていた。さらに、明治政府の財政状況が大きな危機をむかえるなか、明治十三年三月には、内務卿が伊藤博文 松方正義へ、大蔵卿が大隈重信 ら佐野常民へ交代している。明治政府の財政方針は、いわゆる大隈財政から松方財政へと変わったのである。このような明治政府における変化 、鍋島県政に影響を与えなかったとは考え れないだろう。　
本稿では、以上のような問題関心により、鍋島県政における士族対策について、とくに明治政府との関係に



















ここでは「凡ソ該地士民ノ慣習トナルモノハ勉メテ破ル可ラス」 あるように、旧慣温存の必要が述べられているが、それは他府県の廃藩置県後に急進的な改革をおこな 混乱を引き起こした反省によるものであった。とくに本稿では、 「秩禄ノ処分」もそのなかに含まれていることを確認して きた 。この「県治ノ一大主義」は、その作成過程から、伊藤と大隈における沖縄県政の方針といってよいだろう。　
琉球藩廃止にむけて準備が着々と進むなか、沖縄県令の選考がおこなわれた。岩倉は、沖縄社会は「最も門




































































































































































































































































































鍋島は、首里のみではなく各間切・各離島に警察官 派遣 、亀川党に属する旧藩士族を始め 百有余人」



























姓名 身分 所属 拝命日 備考① 備考②
浦添朝昭 士族 八等出仕 明治十二年九月二十二日
明治十三年四月二十一
日に依願退職
富川盛奎 士族 八等出仕 明治十二年九月二十二日 のちに脱清
安室朝蕃 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給四十円
明治十三年四月十三日
に依願退職
天久朝標 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給四十円
明治十三年八月二十七
日に依願退職
富村朝意 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給四十円
明治十三年十二月十四
日に依願退職
伊江朝重 士族 御用係 明治十二年九月二十九日 准判任月給四十円
明治十二年十二月十日
に依願退職
摩文仁賢真 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給三十五円
明治十三年五月二十七
日に依願退職
津波古政衡 士族 御用係 明治十二年九月二十五日 准判任月給三十五円
明治十三年三月十二日
に依願退職
當間嘉平 士族 御用係 明治十二年九月二十七日 准判任月給三十円
明治十三年二月十四日
に依願退職
山口保敦 士族 御用係 明治十二年九月二十七日 准判任月給三十円
明治十三年四月十三日
に依願退職
宮城世昌 士族 御用係 明治十二年九月二十七日 准判任月給三十円
明治十三年四月二十一
日に依願退職
佐久川嘉苗 士族 御用係 明治十二年九月二十七日 准判任月給二十五円
親泊朝啓 士族 御用係 明治十二年九月二十七日 准判任月給二十五円
比屋根安祐 士族 御用係 明治十二年十月四日 准判任月給二十五円
明治十四年五月三十一
日に依願退職
名城嗣知 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
明治十三年四月十二日
より月給五円増給
普天間助業 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
明治十三年八月九日に
依願退職
池原善保 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
安田善辰 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
宜野山朝忠 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
与古田良長 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
山里義毎 士族 御用係 明治十二年九月二十二日 准判任月給二十円
大田朝明 士族 御用係 明治十二年九月二十七日 准判任月給二十円
明治十三年四月十二日
より月給五円増給
伊波興応 士族 御用係 明治十二年十月六日 准判任月給十五円
菊村睦雲 士族 御用係 明治十二年十月十九日 准判任月給十二円 医員
諸見里朝奇 士族 御用係 明治十二年十一月七日 准判任月給二十五円









松村嘉射 士族 御用係 明治十三四月二十一日
「親見世筆者」より
御用係に
諸見里朝常 士族 四等属 明治十三五月五日








































































































騰貴し、国庫は其の空乏を告げ…財政の窮迫殆ど其の絶頂に達し」ていた 松方は明治 三年六月、 「財政管
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衛生及病院費 4（,100 円余 （,653 円
救育費 2,300 円余 76（ 円
勧業費 （,200 余円 5,525 円
学校費 6,（00 余円 6,（0（ 円
管内限諸達書及掲示所費 3,600 余円 2,70（ 円
浦役場及難破船諸費 200 余円 154 円
郡付詰所
俸給 1（,（00 余円 14,（64 円
雑給 22,400 余円 17,241 円
庁費 （,500 余円 7,42（ 円
営繕費 1,100 余円 1,116 円

































ら、佐野は五月中に政府へ報告するよう求めていたのであろう。これは、後述するように、明治十三年より旧藩士族への賜給 金禄 改めるという内務省・大蔵省の方針転換 そく たものと考えられる。　
おそらく上京してすぐ、鍋島は士族対策について問い合わせを受けたのであろう。五月十一日、内務省庶務


























ヒ手代下代ヲ勤メシ小者ニ候」として、旧藩の「心附」という制度について説明したうえで、 「平民ハ自然ト苦役重斂ヲ免レ有禄士族ハ特殊ノ恩遇ヲ蒙リ最初ヨリ非役ニシテ農工商ニ従事スル無禄士族ハ各自愈其業ニ安ンス独廃藩ト共ニ廃役セシ無禄士族等ノミ産資ノ目途ヲ失シ逐日困窮ニ陥リ候」と述べる。このように無禄士族だけが沖縄県設置による「普及ノ恩ニ洩レ」ており、また、沖縄県の状況は「他ノ旧藩ト同視シ難キ訳モ有之」ので、 「出格ノ御詮議 以テ右心附補助之金額ヲ授産用」として八万六千二百五十三円を更に下賜するよう求めた。なお、この上申について松方が建議を提出するのは翌十四年三月になってからである。松方らは、「非常ノ優恩」をもって旧藩官吏らが旧慣温存の方針により「士民安堵ノ域ニ達シ候処」 、無禄士族だけに「至渥ノ御趣意」が「貫徹」されないことは遺憾であり、また、 「慣行 心附補助 額ヨリハ大ニ節減ノ見込ヲ具シ申出候」として、鍋島の求める授産金をそのまま認めるよう上申 た。松方は、先に紹介した「財政管窮概略」において、 「徒手ノ士族ヲシテ産業ヲ起サシムル事」の必要を説き、そのためには「許多ノ資本」が必要なことも認めていたのである。　
ただし、この際、無禄士族に授産金が下賜されることはなかった。松方の上申をうけた太政官内務部（少書

























































































ているから、武井も鍋島県政に批判的な立場だったのであ う。このように、政府内では、規制を強化する鍋島への不満を高めていた鹿児島寄留商人 ら 訴 も重なり、鍋島 政への懐疑的な意見が増えていたのである。　
ただし、 「琉球処分」を主導し 鍋島の県令就任に深くかかわった岩倉や大隈、伊藤の態度は大きく異な
























鍋島は明治十四年五月十八日に沖縄県令を辞任 た。なお 鍋島は県令を辞任する あたり、原を後任に考






























義」では、なるべく旧慣を温存するよう述べられているが、沖縄県の「士民」にとって「便益」となり「情願」に適うものについては改革することも述べられている。そのような意味で、鍋島の県政は森宜雄の指摘するように「穏健な漸進改革路線」であった いえる。なお、旧慣温存の理由として 他府県における廃藩置県後の混乱への反省があったことは注目され べきであろう。旧慣温存の採用には、他府県 おける経験を活かし、よりよい政治をおこ おうとした側面も の　
鍋島が赴任したころ、県内で 亀川党を中心として旧藩士族が新県政に抵抗をしていた。鍋島は、沖縄県内
の混乱が日清間 外交に影響することを恐れ、寛容的な姿勢で旧藩士族に対した。結局は強権的な姿勢で 旧藩士族の抵抗を鎮めるが、厳罰に処す はなかった。　
鍋島は、旧藩士族の生活の安定を重視した。琉球の家禄制度は他府県と大きく異なるものであったが、なる
べく旧慣を温存し、時間をかけて秩禄処分をお おうと考えてい 伊藤や大隈重信もそれ 承認する。このように、鍋島は伊藤と大隈の支援を け、県政を進めた。　
そのため、明治十三年三月の内務卿と大蔵卿の交代は、鍋島県政に大きく影響した。内務卿に就任した松方





鍋島県政については早くから内務省内で批判もあった。伊藤が内務卿であったころ、鍋島への批判が表面化することはなかっ が、内務卿の交代によ て事態は大きく変わった。内務省内での鍋島へ 不信感は大きくなり、鍋島は明治十四年五月に県令を辞任することとなる。　
参議であった大隈や伊藤に鍋島県政への不満はなかったが、鍋島の辞任を留まらせることもなかった。沖縄






























（） 「鍋島直彬」 （前掲「勅奏任官履歴原書」 ） 。
（








































































金城正篤「初期 政」 （前掲『沖縄県史』二、一九七〇年、一六九頁） 。
（
35） 

































































































































杉山伸也 日本経済史』 、岩波書店 二〇一二年、二〇二頁。
（
7（） 
































































































106） 「 （明治十四）年四月二十七日付大隈重信宛鍋島直彬書簡」 （前掲『大隈重信関係文書』八、二三三頁） 。
（
107） 「 （明治十四）年五月五日付大隈重信宛鍋島直彬書簡」 （前掲『大隈重信関係 』八、二三五頁） 。
（
10（） 
鍋島は上杉に五月三十一日、 御着県迄ハ県治上之事ニ付テ余リ予メ彼是御画定ハ不相成方好御都合歟ト存候」 （ 『沖
縄県史料』近代四、沖縄県沖縄史料編纂所、 九八三年、十一頁）と伝えている。これは、鍋島が赴任した際、松田が鍋島へ述べたことでもあった。鍋島も実際に赴任し、松田の助言が身に染みたのであろう。それほど、当時の沖縄県の情況は、中央にいては想像もつかなかったようである。
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